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Ⅰ 総合戦略の策定にあたって 
１ 総合戦略策定の背景 

（１）策定の趣旨 

本市は、令和２（2020）年に「常陸太田市人口ビジョン」及び「常陸太田市まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」を改訂した「第２期常陸太田市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下、

「第２期総合戦略」という。）を策定し、長期的な人口の将来展望として、令和42（2060）年

に33,000人の常住人口を維持することを目指し、様々な施策を展開してきました。 

しかしながら、全国的な傾向と同様に、本市においても急速なペースで人口減少、少子高齢

化が進行しています。国勢調査における令和２（2020）年の総人口は48,602人であり、これ

は最も多かった平成12（2000）年と比べて約13,000人減少している状況です。 

少子高齢化を伴いながら進展する人口減少は、地域における経済活動やコミュニティ活動等

の活力を衰退させ、ひいては、本市における安定した生活・暮らしや都市運営そのものの持続

可能性が危惧される状況を招きかねません。したがって、引き続き切れ目のない少子化・人口

減少対策の取組を進めていく必要があります。 

今回、第２期総合戦略の計画期間が令和６（2024）年度に終了することから、新たに「常陸太田市

デジタル田園都市構想総合戦略」（以下、「第３期総合戦略」という。）を策定し、デジタルの力を活用

しながら、地方創生の取組の加速化・深化を図るものです。 

 

（２）デジタル田園都市国家構想総合戦略について 

国では、令和４（2022）年12月に第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を抜本的に改訂し、令

和５（2023）年度を初年度とする「デジタル田園都市国家構想総合戦略」が新たに策定されました。 

デジタル田園都市国家構想では、基本方針を通じて、目指すべき中長期的な方向性を提示し、地方

の取組を支援し、地方は、自らが目指す社会の姿を描き、自主的・主体的に構想の実現に向けた取組

を推進し、「全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」の実現を目指しています。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●まち・ひと・しごと創生法（平成 26（2014）年法律第 136 号） 

●まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（平成 26（2014）～令和 42（2060）年） 

●まち・ひと・しごと創生総合戦略（平成 27（2015）～令和元（2019）年度） 

●デジタル田園都市国家構想基本方針（令和４（2022）年６月） 

【デジタルの力を活用した地方の社会課題の解決】 
（令和 9（2027）年度までにデジタル実装に取り組む地方公共団体 1,500 団体達成） 
①地方に仕事をつくる   ②人の流れをつくる   ③結婚・出産・子育ての希望をかなえる 
④魅力的な地域をつくる ⑤地域の特色を生かした分野横断的な支援 

●第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略（令和２（2020）～令和６（2024）年度） 

●デジタル田園都市国家構想総合戦略（令和５（2023）～令和９（2027）年度） 
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（３）第２期「茨城県まち・ひと・しごと創生総合戦略」 

茨城県では、地方創生のさらなる充実・強化に向け、切れ目ない取組を推進するため、令和２

（2020）年３月「第２期茨城県まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定しました。 

令和４（2022）年３月には、「活力があり、県民が日本一幸せな県」の実現を目指した「第２次茨城

県総合計画～「新しい茨城」への挑戦～」に計画を統合することで、一体的な人口減少対策に取り組

んでいます。また、本計画では「いばらき幸福度指標」を導入し、個人の幸福度と相関があると考えら

れる指標を定量的に把握することで、計画の進捗を確認することとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

デジタルの力を活用した地方の社会課題解決 

デジタル実装の基礎条件整備 

デジタル基盤の整備 

デジタル人材の育成・確保 

（デジタル活用上）誰一人取り残されないための取組 

政策間連携・施策間連携・地域間連携の推進 

デジタル田園都市国家構想総合戦略 

①地方に仕事をつくる 

②人の流れをつくる 

③結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

④魅力的な地域をつくる 

地方のデジタル実装を下支え 

第２次茨城県総合計画 ～「新しい茨城」への挑戦～ 

【基本理念】 
活力があり、県民が日本一幸せな県 

第２期「茨城県まち・ひと・しごと創生総合戦略」 

統 合 

基本目標１ 稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする 

基本目標２ 本県とのつながりを築き、本県への新しい人の流れをつくる 

基本目標３ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる、誰もが活躍できる 

 

基本目標４ ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる 

地域社会をつくる 
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常陸太田市人口ビジョン 

長期的な将来人口を展望し、目指すべき人口
目標を示す 

デジタル田園都市構想総合戦略 

目指すべき人口目標を実現するために必要な
施策を体系的に示す 

実現 

本市の課題解決に向けて、デジタル技術を活用し

た取組を加えた各種施策を推進し、「まちの将来

像」の実現を目指す 

新たにデジタルの視点を加え、取組を強化・加
速化させる 

２ 常陸太田市における総合戦略の位置づけ 

（１）法的位置づけ 

第３期総合戦略は、「まち・ひと・しごと創生法」第10条に規定された「市町村まち・ひと・しごと創生

総合戦略」として位置づけられるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）関連計画との関係 

 

 

 

 

 

 

 

  

〈まち・ひと・しごと創生法〉 
第１０条 市町村（特別区を含む。以下この条において同じ。）は、まち・ひと・しごと創生総合戦略（都道

府県まち・ひと・しごと創生総合戦略が定められているときは、まち・ひと・しごと創生総合戦略及び都
道府県まち・ひと・しごと創生総合戦略）を勘案して、当該市町村の区域の実情に応じたまち・ひと・し
ごと創生に関する施策についての基本的な計画（次項及び第三項において「市町村まち・ひと・しごと
創生総合戦略」という。）を定めるよう努めなければならない。 

２ 市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。 
一 市町村の区域におけるまち・ひと・しごと創生に関する目標 
二 市町村の区域におけるまち・ひと・しごと創生に関し、市町村が講ずべき施策に関する基本的方向 
三 前二号に掲げるもののほか、市町村の区域におけるまち・ひと・しごと創生に関し、市町村が講ずべ

き施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 
３ 市町村は、市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公表

するよう努めるものとする。 

常陸太田市第６次総合計画〈基本構想〉 

まちの将来像 

幸せを感じ、暮らし続けたいと思うまち 
常陸太田 

～子育て上手その先へ さらなる魅力の創造～ 

実
現 

常陸太田市第６次総合計画〈基本計画〉 

将来像の実現を図るために必要な基本的施策を 

体系的に示す 

実現 

連
携 

デジタル田園都市国家構想総合戦略 
（令和５（2023）～令和９（2027）年度） 勘案 

常陸太田市デジタル田園都市構想総合戦略 
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３ ＳＤＧｓの視点を踏まえた計画の推進 
 

平成 27（2015）年９月、国連で「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」が全会一致で 

採択され、国際社会が一体となって「ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）」の達成に向けた取組を進めて

います。国では、平成 28（2016）年に政府内に推進本部が設置され、同年12月に実施方針が決定

されており、地方公共団体においても、ＳＤＧｓ達成に向けた取組の推進が求められています。 

本市においても、中長期を見通した持続可能なまちづくりの推進に向けて、ＳＤＧｓのさらなる推進を

図るため、本計画において、基本目標別に該当するＳＤＧｓのゴールを明示し、関係性を整理するものと

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 計画期間 
 

本計画の計画期間は令和７（2025）年度から令和11（2029）年度までの５年間です。 

 

 

 

             

 

  

平成 29 
（2017） 

年度 

令和 7 
（2025） 

年度 

令和 11 
（2029） 

年度 

常陸太田市第６次総合計画 

前期基本計画 後期基本計画 

常陸太田市 
デジタル田園都市構想 
総合戦略（第３期総合戦略） 
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Ⅱ 人口の将来展望（人口ビジョンの見直し） 
１ 現人口ビジョンの検証 

（１）人口の長期的展望 

第２期総合戦略に記載されている、国立社会保障・人口問題研究所により推計された本市の人口

は、令和42（2060）年に約18,000人程度まで減少すると予測されています。 

第２期総合戦略では、『結婚の推進・合計特殊出生率の上昇』、『子育て世帯等の転入促進』、『青

年層のUIJターンと定住促進』、『健康寿命の延伸』の４つの基本的視点に基づく人口減少対策を推

進することで、人口の長期的展望として、令和42（2060）年に33,000人の常住人口の維持を目指

しています。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）人口動向の検証 

第２期総合戦略策定以降の人口動向（国勢調査による算出）を確認すると、予測を上回るペースで

人口減少が進行していることがわかります。 

 
 
 
 
 
 
 
※各年 10 月１日時点 
※平成 30（2018）年算出社人研推計・第２期総合戦略（人口ビジョン）の令和３（2021）～令和６（2024）年の数値は、令和２

（2020）年値と令和７（2025）年値から按分して算出される想定経過値。 
※人口動向は「茨城県常住人口」による 

48,299 

44,361 

40,423 

36,530 

32,636 

28,687 

24,737 

21,373 

18,009 

48,300 
46,400 

44,500 
42,600 

40,700 
38,800 

36,900 
35,000 

33,000 

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

令和２

（2020）

令和7

（2025）

令和12

（2030）

令和17

（2035）

令和22

（2040）

令和27

（2045）

令和32

（2050）

令和37

（2055）

令和42

（2060）

(人) 第２期総合戦略（人口ビジョン）

平成30（2018）年算出社人研推計

第２期総合戦略（人口ビジョン）

 令和２（2020）  令和3（2021）  令和4（2022）  令和5（2023）  令和6（2024）  令和7（2025）

平成30（2018）年算出社人研推計 a 48,299 47,511 46,724 45,936 45,149 44,361
第２期総合戦略（人口ビジョン） b 48,300 47,920 47,540 47,160 46,780 46,400

人口動向 ｃ 48,602 47,706 46,679 45,718 44,743

戦略効果 c-a 195 -45 -218 -406

推計
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２ 近年の人口動向 

（１）総人口・世帯数 

総人口は、平成12（2000）年の61,869人をピークに減少傾向で推移しており、令和２（2020）年

に５万人を下回り、48,602人となっています。一方、世帯数は増加傾向で推移していることから、１世

帯当たりの人員は減少しており、核家族化の進行がうかがえます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）年齢３区分別人口 

人口の推移を年齢３区分別でみると、「年少人口（０～14歳）」と「生産年齢人口（15～64歳）」が

減少している一方、「老年人口（65歳以上）」の増加が顕著となっており、少子高齢化が進行している

ことがわかります。 

 
 
 
  

59,758 61,525 61,869 59,802 
56,250 

52,294 
48,602 

16,789 18,158 19,374 19,809 19,801 19,436 19,243

3.6
3.4

3.2
3.0

2.8
2.7

2.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

4.0

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

平成2
(1990)

平成7
(1995)

平成12
(2000)

平成17
(2005)

平成22
(2010)

平成27
(2015)

令和２
(2020)

（人・世帯） （世帯／人）総人口・世帯数・１世帯当たり人員の推移

総数 世帯数 １世帯あたり人員 （国勢調査） 

（国勢調査） 

平成2
(1990)

平成7
(1995)

平成12
(2000)

平成17
(2005)

平成22
(2010)

平成27
(2015)

令和２
(2020)

年少人口 17.6% 16.8% 15.4% 13.3% 11.2% 9.5% 8.9%
生産年齢人口 63.9% 61.7% 60.5% 60.1% 59.1% 56.5% 52.4%

老年人口 18.5% 21.6% 24.1% 26.6% 29.7% 34.0% 38.8%

10,503 10,309 9,558 
7,952 

6,301 4,975 4,303 

38,171 37,952 37,425 
35,959 

33,229 

29,533 

25,419 

11,084 13,260 
14,886 15,891 16,684 17,745 18,808 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

平成2
(1990)

平成7
(1995)

平成12
(2000)

平成17
(2005)

平成22
(2010)

平成27
(2015)

令和２
(2020)

(人) 年齢3区分別人口

年少人口 生産年齢人口 老年人口
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（３）地区別人口の推移 

地区別人口の推移及び平成２（1990）年を起点とした人口変化指数をみると、特に水府地区、里

美地区の減少幅が大きく、令和２（2020）年には平成２（1990）年のおよそ６～５割程度まで減少し

ていることがわかります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（４）自然動態 

出生数に比べて死亡者数が多い自然減の状態が続いています。死亡者数は横ばいですが、出

生数が減少傾向にあることから、自然減の数が増加傾向となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
  

（国勢調査） 

37,624 39,545 39,680 38,609 36,380 34,521 32,754

10,424 10,717 11,336 11,166 10,866 9,936 9,117

7,031 6,725 6,447 5,889 5,253 4,598 3,973

4,679 4,538 4,406 4,138
3,751

3,239
2,758

59,758 61,525 61,869 59,802
56,250

52,294
48,602

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

平成2
(1990)

平成7
(1995)

平成12
(2000)

平成17
(2005)

平成22
(2010)

平成27
(2015)

令和２
(2020)

（人） 地区別人口の推移

常陸太田地区 金砂郷地区 水府地区 里美地区 総数

人口変化指数
平成2
(1990)

平成7
(1995)

平成12
(2000)

平成17
(2005)

平成22
(2010)

平成27
(2015)

令和２
(2020)

総数 100 103.0 103.5 100.1 94.1 87.5 81.3
常陸太田地区 100 105.1 105.5 102.6 96.7 91.8 87.1
金砂郷地区 100 102.8 108.7 107.1 104.2 95.3 87.5
水府地区 100 95.6 91.7 83.8 74.7 65.4 56.5
里美地区 100 97.0 94.2 88.4 80.2 69.2 58.9

（人口動態調査） 

出
生
・
死
亡
者
数 

自
然
増
減
数 

252 257 231 249 234 226 209 212 187 180 

-742 
-810 -787 -779 
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-839 -824 

-490 
-553 -556 -530 

-587 -570 
-633 

-559 
-652 -644 

-900

-700

-500

-300

-100

100

300

500

-1000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

平成25
(2013)

平成26
(2014)

平成27
(2015)

平成28
(2016)

平成29
(2017)

平成30
(2018)

令和元
(2019)

令和2
(2020)

令和3
(2021)

令和4
(2022)

(人)(人) 出生・死亡者数の推移

出生数 死亡数 自然増減



8 

（５）合計特殊出生率 

合計特殊出生率は平成30（2018）年以降1.10を下回り、ほぼ横ばいの推移となっています。 

全国や茨城県も減少傾向ではあるものの、本市はさらに低い水準で推移しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（６）未婚率 

20代後半～40代までの未婚率については、全国や茨城県に比べて、男女ともすべての年代におい

て本市が高い状況となっています。 
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（７）婚姻数 

婚姻数は減少傾向で推移しており、令和４（2022）年では10年前の約半数となる97件となってい

ます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（８）社会動態 

転入者に比べ転出者の多い社会減の状態が続いているものの、令和５（2023）年の転出者

数は、過去10年間で最も少ない1,068人となっており、その結果、社会増減数は－237人と、

平成29（2017）年に次いで少ない人数となっています。 
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（９）男女別・年齢５歳区分別転入・転出者数 

男女ともに“20～24歳”“25～29歳”の社会減が多く、20代の合計では、男性が-69人、女性が-

117人の社会減となっています。進学、就職、結婚等の移動を伴うライフイベントが要因と考えられる

10代後半～20代の一定の転出超過は避けられないものの、30代以降に期待されるUターンが少な

い様子がうかがえます。 
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３ 人口の将来展望 

（１）人口の長期的展望を定めるにあたっての基本的視点 

視点１ 結婚の推進・合計特殊出生率の上昇 
第２期総合戦略では、国及び茨城県の合計特殊出生率の目標である令和12（2030）年1.80、令

和22（2040）年2.07を５年遅らせ、令和17（2035）年に1.80、令和27（2045）年に2.07、令和

27（2045）年以降は2.07を維持するものとしてシミュレーションを行っています。 

本市の合計特殊出生率は、令和２（2020）年時点の1.08から、令和４（2022）年においても1.06

と上昇がみられないことから、上記の設定を踏襲し、引き続き、目標の実現に向けた取組を推進します。

また、我が国では出産の多くが嫡出子であることを踏まえ、本市における若い世代の未婚率の高さを

解消するための施策の推進を図ります。 

視点２ 子育て世帯等の転入の促進 
結婚や出産に関する希望を実現するためには、子育て家庭の経済的負担の軽減や、各種子育て支

援策の推進等により、子育てしやすい環境づくりに努めることが重要です。 

子育て世帯が安心して出産・妊娠・子育てすることができる社会環境を創出することで、子育て世帯

の転入促進を図ります。 

視点３ 青年層のUIJターンと定住促進 
本市の社会動態を男女別・年齢５歳区分別にみると、移動の多くが20代中心であることがわかりま

す。男女ともに社会減が最も多いのは20代前半となり、社会減全体の人数に対し、男性の約４割、女

性の半数以上を20代前半が占めています。 

若い世代の定住促進には、特に働く場の確保が重要であることから、高校・大学卒業後の年代（10

歳代後半～20代前半）の就労の希望を実現できる雇用環境や通勤環境を整えることで、就職に伴う

定住促進を図ります。 

視点４ 健康寿命の延伸 
社会の活力の維持・向上を図りながら、高齢者をはじめとする意欲のある市民が社会で役割を持っ

て活躍できる地域社会を実現するため、フレイル対策や食生活の改善、運動等を通して、心身ともに健

康になることを推進し、健康寿命の延伸を目指します。 

視点５ 消滅可能性自治体からの脱却 
「人口戦略会議」による、人口からみた全国の地方自治体の「持続可能性」についての分析では、

若年女性（20～39歳）人口が令和２（2020）年から令和32（2050）年までの30年間で50％以上

減少する自治体を「消滅可能性自治体」と定義しました。 

国立社会保障・人口問題研究所による令和５（2023）年推計結果をもとに、令和６（2024）年８月

の常住人口を踏まえた本市の人口推計では、令和32（2050）年までの30年間で、若年女性（20～

39歳）人口が令和２（2020）年の30％程度まで減少することが予測されます。 

本市では、１～４に掲げた基本的視点に基づく総合的な人口減少対策を講じることで、令和２

（2020）年から令和32（2050）年までの若年女性（20～39歳）人口の減少を50％以内に抑え、

「消滅可能性自治体」からの脱却を目指します。  
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（２）人口の長期的展望 
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～若年女性人口の対令和２（2020）年比～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

48,602 43,823 39,715 35,715 31,778 27,985 24,346 20,959 17,906

24,897 22,483 20,390 18,400 16,458 14,554 12,664 10,866 9,240

3,506 2,743 2,188 1,818 1,605 1,347 1,155 960 773

20～24歳 792 582 468 439 392 288 246 205 171

25～29歳 746 556 501 403 378 338 248 212 176

30～34歳 950 693 505 455 366 343 307 226 193

35～39歳 1,018 912 714 521 469 378 354 317 233

14.1% 12.2% 10.7% 9.9% 9.8% 9.3% 9.1% 8.8% 8.4%

100.0% 78.2% 62.4% 51.9% 45.8% 38.4% 32.9% 27.4% 22.0%

若年女性人口構成比

若年女性人口対令和２（2020）年比

常住人口総数

女性人口総数

若年女性人口

令和６年８月の常住人口を踏まえた人口推計 

令和２（2020）年から令和 32（2050）年までの女性人口の減少を 50％以内に抑える 

常陸太田市人口ビジョン算出表 

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

48,602 43,823 40,763 37,888 35,314 32,865 30,704 28,673 26,923

24,897 22,483 20,918 19,489 18,224 16,989 15,836 14,706 13,719

3,506 2,743 2,333 2,062 1,977 1,801 1,775 1,745 1,735

20～24歳 792 582 497 488 464 375 404 430 444

25～29歳 746 556 530 457 454 433 360 385 408

30～34歳 950 693 535 510 449 446 432 365 388

35～39歳 1,018 912 771 607 610 547 579 565 495

14.1% 12.2% 11.2% 10.6% 10.8% 10.6% 11.2% 11.9% 12.6%

100.0% 78.2% 66.5% 58.8% 56.4% 51.4% 50.6% 49.8% 49.5%

女性人口総数

若年女性人口

若年女性人口構成比

若年女性人口対令和２（2020）年比

常住人口総数
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Ⅲ 第２期総合戦略の検証 
第３期総合戦略を策定するにあたり、第２期総合戦略の取組の実施状況について評価・検証を実施

しました。この結果を踏まえ、第３期総合戦略を策定することとします。 

 

１ 第２期総合戦略の体系 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 重要目標達成指標（KGI） 
 

第２期総合戦略では、４つの基本目標を掲げ、６つのKGIを設定しています。KGIごとの達成状況は、

以下のとおりです。なお、設定した６つのKGIはすべて未達成となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標１　稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする 単位
基準値

（H29年度）
実績値

（R3年度）
目標値

（R6年度）
達成率 達成状況

市内総生産額 百万円 115,233 115,232 117,625 98.0% 未達成

市民1人当たりの平均所得額 千円 2,724 2,741 2,920 93.9% 未達成

基本目標２　本市とのつながりを築き、本市への新しい人の流れをつくる 単位
基準値

（H29年度）
実績値

（R5年度）
目標値

（R6年度）
達成率 達成状況

転入者数 人 1,033 887 1,300 68.2% 未達成

基本目標３　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 単位
基準値

（H29年度）
実績値

（R5年度）
目標値

（R6年度）
達成率 達成状況

婚姻数 組 134 93 180 51.7% 未達成

出生数 人 217 151 270 55.9% 未達成

基本目標４　ひとが集う、安心して暮らすことのできる魅力的な地域をつくる 単位
基準値

（H29年度）
実績値

（R6年度）
目標値

（R6年度）
達成率 達成状況

市民アンケートにより「住み心地がよい」と答えた人の割合 ％ 41.4 45.9 60.0 76.5% 未達成

具体的施策

7
１　新たな市街地開発の推進 1
２　企業等の経営強化支援 1

３　起業・創業の促進 1

４　市内就業の拡大と人材育成 1

５　農業の生産力・販売力向上 2

６　新規就農者の支援 1
3

１　居住環境整備等の推進による移住・定住促進 1

２　交流人口の拡大及び関係人口の創出・拡大 2
3

１　結婚推進 1

２　安心して出産できる環境づくり 1

３　安心して子育てできる環境づくり 1
5

１　安心して暮らせるまちづくりの推進 2
２　便利で魅力的なまちづくりの推進 2
３　誰もが活躍できるまちづくりの推進 1

基本目標４　ひとが集う、安心して暮らすことのできる魅力的な地域をつくる

第２期常陸太田市まち・ひと・しごと創生総合戦略

基本目標１　稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする

基本目標２　本市とのつながりを築き、本市への新しい人の流れをつくる

基本目標３　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
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３ 重要業績評価指数（KPI） 

（１）評価方法 

第２期総合戦略に掲載された具体的施策のKPIごとに、実績値（令和５（2023）年度）が目標値

（令和６（2024）年度）に達しているかを把握し、結果を以下の５段階で評価しました。 

達成状況評価の結果は以下のとおりです。 

 

５段階評価 評価の目安 達成率 

Ａ 計画（予定）どおりの成果が得られている 100％ 

Ｂ 
計画（予定）どおりではないが、評価し得る成果が 
得られている 

75％～ 

Ｃ 計画（予定）の半分程度の成果しか上がっていない 50％～ 

Ｄ 
計画（予定）に対して、全くではないがあまり成果が
上がっていない 

25％～ 

Ｅ 成果が上がっていない ０％～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１　新たな市街地開発の推進 東部地区における就業者数（累計）

２　企業等の経営強化支援 市の補助事業に取組む件数（累計）

３　起業・創業の促進 市の補助事業を活用した起業・創業者数（累計）

４　市内就業の拡大と人材育成 工業団地立地企業の従業員数

農業産出額

認定農業者数

６　新規就農者の支援 新規認定就農者数（累計）

１　居住環境整備等の推進による移住・定住促進 市の助成事業等を活用した転入者数（累計）

観光施設入込客数

外国人旅行客数

１　結婚推進 婚姻数

２　安心して出産できる環境づくり 出生数

３　安心して子育てできる環境づくり 子育て世帯の社会増減数(6歳以下の子どもがいる世帯)

交通事故(人身事故)発生件数

心肺停止患者の救命率(社会復帰率)

公共交通年間利用者数

東部地区への進出決定企業数（累計）

３　誰もが活躍できるまちづくりの推進 社会教育施設年間延利用者数

第２期常陸太田市まち・ひと・しごと創生総合戦略

基本目標１　稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする

基本目標２　本市とのつながりを築き、本市への新しい人の流れをつくる

基本目標３　若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

基本目標４　ひとが集う、安心して暮らすことのできる魅力的な地域をつくる

５　農業の生産力・販売力向上

２　交流人口の拡大及び関係人口の創出・拡大

１　安心して暮らせるまちづくりの推進

２　便利で魅力的なまちづくりの推進

67.6

93.4

103.8

121.8

40.0

112.7

69.0

86.7

120.0

57.3

52.1

73.4

46.5

42.5

51.7

55.9

20.0

77.0

47.6

64.0

84.9

135.3

52.9

0.0 50.0 100.0 150.0 (％)
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～各年度（令和２（2020）～令和５（2023）年度）実績及び目標に対する達成率一覧～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準 目標

H30 R２ R３ R４ R５ R6 R２ R３ R４ R５

１　新たな市街地開発の推進 東部地区における就業者数（累計） 都市計画課 人 0 0 0 91 436 420 0.0% 0.0% 21.7% 103.8% A 達成

２　企業等の経営強化支援 市の補助事業に取組む件数（累計）
商工振興・
企業誘致課

件 8 3 7 31 67 55 5.5% 12.7% 56.4% 121.8% A 達成

３　起業・創業の促進 市の補助事業を活用した起業・創業者数（累計）
商工振興・
企業誘致課

人 2 1 5 8 10 25 4.0% 20.0% 32.0% 40.0% D 未達成

４　市内就業の拡大と人材育成 工業団地立地企業の従業員数
商工振興・
企業誘致課

人 967 990 977 1,013 1,127 1,000 99.0% 97.7% 101.3% 112.7% A 達成

農業産出額 農政課 千万円 484 451 415 377 376 545 82.8% 76.1% 69.2% 69.0% C 未達成

認定農業者数 農政課 人 161 147 148 155 156 180 81.7% 82.2% 86.1% 86.7% B 未達成

６　新規就農者の支援 新規認定就農者数（累計） 農政課 人 1 3 4 7 12 10 30.0% 40.0% 70.0% 120.0% A 達成

１　居住環境整備等の推進による移住・定住促進 市の助成事業等を活用した転入者数（累計）
少子化・

人口減少対策課
人 254 184 368 570 737 1,415 13.0% 26.0% 40.3% 52.1% C 未達成

観光施設入込客数 観光振興課 人 1,522,234 982,607 1,011,786 1,163,841 1,173,751 1,600,000 61.4% 63.2% 72.7% 73.4% C 未達成

外国人旅行客数 観光振興課 人 2,732 0 0 2,313 4,654 10,000 0.0% 0.0% 23.1% 46.5% D 未達成

１　結婚推進 婚姻数
少子化・

人口減少対策課
組 134 121 111 94 93 180 67.2% 61.7% 52.2% 51.7% C 未達成

２　安心して出産できる環境づくり 出生数
少子化・

人口減少対策課
人 217 207 196 187 151 270 76.7% 72.6% 69.3% 55.9% C 未達成

３　安心して子育てできる環境づくり 子育て世帯の社会増減数(6歳以下の子どもがいる世帯)
少子化・

人口減少対策課
世帯 39 15 5 -10 10 50 30.0% 10.0% -20.0% 20.0% E 未達成

交通事故(人身事故)発生件数 市民協働推進課 件 60 42 66 61 63 30 71.4% 45.5% 49.2% 47.6% D 未達成

心肺停止患者の救命率(社会復帰率) 消防本部消防課 % 4.6 3.8 3.1 5.7 3.2 5.0 76.0% 62.0% 114.0% 64.0% C 未達成

公共交通年間利用者数 企画課 人 705,381 659,363 539,187 602,105 594,533 700,000 94.2% 77.0% 86.0% 84.9% B 未達成

東部地区への進出決定企業数（累計） 都市計画課 企業 6 6 6 19 23 17 35.3% 35.3% 111.8% 135.3% A 達成

３　誰もが活躍できるまちづくりの推進 社会教育施設年間延利用者数 生涯学習課 人 840,121 258,096 318,029 425,290 444,615 840,000 30.7% 37.9% 50.6% 52.9% C 未達成

基本目標２
本市とのつながりを築き、
本市への新しい人の流れを
つくる ２　交流人口の拡大及び関係人口の創出・拡大

基本目標３
若い世代の結婚・出産・
子育ての希望をかなえる

基本目標４
ひとが集う、安心して暮らす
ことのできる魅力的な
地域をつくる

１　安心して暮らせるまちづくりの推進

２　便利で魅力的なまちづくりの推進

達成率

評価 達成状況

基本目標１
稼ぐ地域をつくるとともに、
安心して働けるようにする

５　農業の生産力・販売力向上

基本目標 具体的施策 ＫＰＩ 担当課 単位

実績
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KPI  
市の補助事業を活用した 
起業・創業者数（累計） 

（２）成果と課題 

基本目標１ 稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする 

 １ 新たな市街地開発の推進 成
果 

〇東部地区Ａ街区のグランドオープンやＢ街区への店舗の
オープンにより、延べ 436 人（うち市内在住 270 人）の
雇用が図られた。 

課
題 

●Ｃ・Ｄ街区の土地の一部において売買契約が済んでお
り、今後雇用の創出が期待できるが、売買が決定してい
ない土地については早急に企業誘致を決める必要があ
る。 

２ 企業等の経営強化支援 

 

 
 
 

 

成
果 

〇毎年度、企業ニーズに合った支援制度となるよう支援策
の拡充を図っており、取組件数は合計 67 件と目標を達
成した。 

課
題 

●今後も企業ニーズの把握と他自治体の類似制度の把握
に努め、制度の見直しや施策の企画立案を実施してい
く。 

３ 起業・創業の促進 

 

 

 

 

 

成
果 

〇補助制度について、広報紙、市 HP をはじめ、商工会が開
催する「創業セミナー」や少子化・人口減少対策課の移
住相談時において周知に努めているが、令和２（2020）
～令和５（2023）年度の起業・創業者数の累計は 10 人
であり、成果は 40％となっている。 

課
題 

●起業・創業者数の累計は 10 人であり、目標とした成果
が上がっていないため、制度内容等の詳細な分析、内容
の見直し等の必要がある。 

４ 市内就業の拡大と人材育成 

 

 

 
 

成
果 

〇茨城県立地推進東京本部や金融機関等との連携による
企業誘致を推進し、目標を達成している。 

課
題 

●宮の郷工業団地の一区画（2.5ha）への企業誘致を進
める必要がある。 

５ 農業の生産力・販売力向上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

成
果 

〇かんがい用排水施設の補修及び更新作業が進み、土地
改良施設を改善することができた。 

〇有機農業で市内に新規参入する企業に対し、施設整備
支援を実施した。 

〇認定農業者数は各年度微増している。 

課
題 

●利用条件の不利な農地を有効利用するための整備を進
める必要がある。 

●認定農業者の年齢が高齢化しており、地域の担い手が
減少することが危惧される。 

６ 新規就農者の支援 

 

 

 

 

成
果 

〇令和２（2020）～令和５（2023）年の間に 12 人（令和
５（2023）年度は、露地野菜で２人、ハウス野菜で２人、
果樹で１人）の認定新規就農者を支援した。 

課
題 

●関係機関と情報共有を行い、就農相談者へのスムーズ
な情報提供、相談を行う。 

●新規就農を希望する者が抱える課題等に対応できるよ
う、関係機関と連携しながら取り組んでいく。 

KPI  
東部地区における就業者数
（累計） 

KPI  
市の補助事業に取り組む件数
（累計） 

KPI  
農業産出額 

KPI  
認定農業者数 

KPI  
工業団地立地企業の従業員数 

KPI  
新規認定就農者数（累計） 

H30 R５ 目標 達成率 評価

0人 436人 420人 103.8% A

H30 R５ 目標 達成率 評価

8件 67件 55件 121.8% A

H30 R５ 目標 達成率 評価

2人 10人 25人 40.0% D

H30 R５ 目標 達成率 評価

967人 1,127人 1,000人 112.7% A

H30 R５ 目標 達成率 評価

484千万円376千万円545千万円 69.0% C

H30 R５ 目標 達成率 評価

161人 156人 180人 86.7% B

H30 R５ 目標 達成率 評価

1人 12人 10人 120.0% A
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KPI  
市の助成事業等を活用した 
転入者数（累計） 

基本目標２ 本市とのつながりを築き、本市への新しい人の流れをつくる 

   

１ 居住環境整備等の推進による

移住・定住促進 

成
果 

〇新婚家庭家賃助成を活用した転入者は増加したものの、
住宅取得促進助成は申請件数自体が大きく減少した。 

○令和２（2020）～令和５（2023）年の間の実績は累計
737 人である。 

〇令和５（2023）年度の実績は以下のとおり。 
・新婚家庭家賃助成や住宅取得促進助成等の住宅支援 
制度を活用した転入者：129 人（前年度比△28 人） 

・空き家バンク制度を活用した転入者：30 人 
（前年度比＋１人） 

・その他（地域おこし協力隊、UIJ 起業、移住支援金等）：８人 
 （前年度比△８人） 

課
題 

●これまで最も多かった住宅取得促進助成の利用による
転入者数が令和５（2023）年度は大きく減少している。
物価高騰による建築件数自体の減少も予想されるが、
市の制度よりも助成金額が大きい国の助成（子育てエコ
ホーム事業等。併用不可。）等を選択する者が増加した
ことが大きな要因と考えられる。 

●転入者確保のため、効果的な助成制度の見直しを図る
ことが重要。 

２ 交流人口の拡大及び関係人

口の創出・拡大 
成
果 

○観光入込客数について、各種イベントの実施による誘客
促進等により、増加傾向にはあるが、目標値の達成には
至らなかった。 

○外国人旅行客について、デジタル通貨の販売、おもてな
しパスポートの発行等により、市内への誘客促進を図っ
たことで、本市へのインバウンドの観光客数は増加傾向
にあるものの、目標値の達成には至らなかった。 

課
題 

●市ホームページやＳＮＳ等による情報発信や、道の駅ひた
ちおおた等での観光案内等を通して、各観光施設や体
験事業等を広く発信し、市内の周遊を図れるような体制
の整備を図る必要がある。 

●インバウンドの受入れ事業を積極的に企画・推進するこ
とで、本市への誘客拡大に向けて取り組む必要がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

KPI  
観光施設入込客数 

KPI  
外国人旅行客数 

H30 R５ 目標 達成率 評価

254人 737人 1,415人 52.1% C

H30 R５ 目標 達成率 評価

2,732人 4,654人 10,000人 46.5% D

H30 R５ 目標 達成率 評価

1,522,234人1,173,751人1,600,000人 73.4% C



19 

KPI  
子育て世帯の社会増減数(6 歳
以下の子どもがいる世帯) 

KPI  
婚姻数 

基本目標３ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

 １ 結婚推進 

 

 

 

 

 

成
果 

〇令和５（2023）年度の婚姻数は 93 組で、平成 30
（2018）年度（134 組）と比較して少なく、婚姻時年齢
の平均は、男性 35.0 歳、女性 32.6 歳となっている。 

課
題 

●婚期を迎える世代（25 歳～44 歳）の人口が大きく減少
している。（H30：9,473 人→R５：7,816 人） 

●30 代の未婚率（令和５（2023）年度）は 44.7％と、国
（35.2％）、県（36.7％）と比較して高いことから、解消
を図るための施策の推進が重要。 

２ 安心して出産できる環境づくり 

 

 

 

 

成
果 

〇令和５（2023）年度の出生者数は 151 人で、平成 30
（2018）年度（217 人）と比較して低くなっている。 

課
題 

●高い未婚率の解消が必要。 
●早い段階からの結婚推進等により初産年齢の引下げを

図るとともに、希望する子の数を持つことを実現するた
め、経済的支援・雇用の場の確保・子育て環境の整備を
一体的に進めていく必要がある。 

３ 安心して子育てできる環境づくり 

 

 

 

 

 

成
果 

〇令和５（2023）年度の６歳以下の子どもがいる世帯の転
出入は、転入：50 世帯、転出：40 世帯と 10 世帯の増加
となっているが、平成 30 年度（39 世帯増加）と比較し
て低くなっている。 

課
題 

●若い世代（小学校入学前の子どもがいる世帯）の増を
目的として各種施策により転入増を図っているものの、他
自治体も同様の施策を実施しており、目標値達成（50
世帯増）のための新たな施策の推進が必要。 

 
  

KPI 
出生数 

H30 R５ 目標 達成率 評価

134組 93組 180組 51.7% C

H30 R５ 目標 達成率 評価

217人 151人 270人 55.9% C

H30 R５ 目標 達成率 評価

39世帯 10世帯 50世帯 20.0% E
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KPI  
心肺停止患者の救命率(社会
復帰率) 

基本目標４ ひとが集う、安心して暮らすことのできる魅力的な地域をつくる 

 

１ 安心して暮らせるまちづくりの推進 
成
果 

〇令和５（2023）年度は、交通事故（人身事故）発生件数
が平成 30（2018）年度（60 件）と比較して３件増加し
た。 

〇ラピッドカーの導入により重症患者等への医療介入時間
が短縮され、救急医療体制の充実強化が図られた。 

課
題 

●令和５（2023）年度の交通事故（人身事故）発生件数
63 件のうち、負傷者は 69 人と、前年度より 10 人減少
したが、そのうち３割以上（24 人）が高齢者である。高齢
化の進展等により、今後も増加が予想されることから、高
齢者の交通安全意識の高揚を図るとともに、一般運転
者や歩行者等のさらなる安全意識の向上が必要であ
る。 

●ラピッドカーの特性を活かしさらなる医療介入時間の短
縮を目指すため、医療機関等との連携訓練や検証を実
施し、救命率の向上を図る。 

 

２ 便利で魅力的なまちづくりの推進 成
果 

〇乗合タクシーの運行区域等の拡充により、利用者数が前
年度比で約 38％（令和４年度：7,212 人→令和５年度：
9,920 人）増加した。 

〇次世代技術との融合による魅力的なまちづくりを進める
ため、令和６（2024）年２月から東部地区及びその周辺
において自動運転 EV バスの定常運行を開始した。 

〇東部地区Ａ・Ｂ街区への店舗のオープンや、Ｃ・Ｄ街区に
おいて土地売買契約が締結されたことにより、延べ 23
企業の進出が決定した。 

課
題 

●高齢化が進む当市において、乗合タクシー等のドア・ツ
ー・ドアサービスが求められており、今後も利用者状況の
分析等を行いながら、運行内容の拡充や AI 運行システ
ムによる利便性の向上等を図る必要がある。 

●魅力的なまちづくりの推進・運転士不足への対応等を図
るため、自動運転 EV バスの運行エリアの拡大等、安全
で安定的な定常運行の継続に取り組む必要がある。 

●Ｃ・Ｄ街区への企業誘致について引き続き関係課等と連
携し、進出企業の決定に向けて取り組んでいく。 

３ 誰もが活躍できるまちづくりの推進 成
果 

〇施設利用者数は新型コロナウイルス感染症の５類感染
症への移行後の各種イベントの実施等により、やや増加
傾向にはある。 

課
題 

●施設利用者数は増加傾向にあるものの、コロナ禍以前
の水準にまで到達していないことから、各施設の特徴を
活かしながら施策を推進し、利用者数増加に努めてい
く。 

 
 
 
  

KPI  
交通事故(人身事故)発生件数 

KPI  
公共交通年間利用者数 

KPI  
東部地区への進出決定企業数 
（累計） 

KPI  
社会教育施設年間延利用者数 

H30 R５ 目標 達成率 評価

60件 63件 30件 47.6% D

H30 R５ 目標 達成率 評価

705,381人 594,533人 700,000人 84.9% B

H30 R５ 目標 達成率 評価

6企業 23企業 17企業 135.3% A

H30 R５ 目標 達成率 評価

840,121人 444,615人 840,000人 52.9% C

H30 R５ 目標 達成率 評価

4.6% 3.2% 5.0% 64.0% C
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Ⅳ 市民アンケート調査の結果 
１ 市民アンケート調査の概要 

 第３期総合戦略策定にあたり、市民の本市での生活やまちづくりへの考え方・意見等を、計画策定

の参考とするため、以下のとおりアンケート調査を実施しました。 

調査対象 

【一  般】無作為に抽出された18歳以上の市民4,000人及び 

広報紙等を見て回答した市民 

【中学生・高校生】市内の中学校・高等学校に通う生徒1,178人 

        （中学３年生：339人／高校生839人） 

調査期間 令和６（2024）年９月20日～10月15日 

回答数（回答率） 

【一  般】671件（無作為抽出（はがき送付）442人、広報紙229人） 

        （はがき送付回答率：11.1％） 

【中学生・高校生】745件（63.2％） 

 

２ 一般アンケート調査結果 

（１）定住意向 

今の住まいへの定住意向については、「ずっと住み続けたい」（31.7％）と「どちらかといえば住み続

けたい」（36.8％）を合わせた『住み続けたい』と回答した人が約７割となっている。 

前回調査と比べ、『住み続けたい』の割合に大きな変化はみられないものの、「ずっと住み続けたい」

の割合が10ポイント以上減少している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

31.7%

42.3%

36.8%

29.4%

11.5%

11.1%

3.3%

2.3%

13.6%

11.5%

3.1%

1.7%

0.0%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回（令和６年度）

(n=671)

前回（令和２年度）

(n=1,287)

現在の住まいの場所への定住意向

ずっと住み続けたい どちらかといえば住み続けたい

どちらかといえば転出（転居）したい できるだけ早く転出（転居）したい

わからない その他

無回答

～経年比較～ 
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男女別にみると、『住み続けたい』の割合は、“男性”（合計74.3％）が“女性”（合計63.2％）に比

べて10ポイント以上高くなっている。 

年代別にみると、「ずっと住み続けたい」の割合は、年代が上がるにつれて高くなる傾向がみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）住み続けたい理由・転居したい理由 

住み続けたい理由では、「自然環境が良い」が44.3％で最も高く、次いで「地域に愛着を感じてい

るから」（30.7％）、「親と同居または近くに住むため」（26.7％）となっている。 

転居したい理由では、「公共交通の便が悪い」が42.4％で最も高く、次いで「日常の買い物が不便」

（35.4％）、「病院・福祉施設が少ない」（27.3％）となっている。 

 

 

 

 

 

  

31.7%

35.6%

28.8%

11.8%

7.5%

23.1%

30.5%

31.3%

40.3%

50.7%

36.8%

38.7%

34.4%

47.1%

26.4%

44.4%

32.0%

38.6%

39.6%

31.3%

11.5%

7.9%

15.5%

5.9%

24.5%

13.0%

15.6%

10.2%

7.2%

3.0%

3.3%

3.6%

2.8%

5.9%

11.3%

3.7%

1.6%

3.4%

1.4%

3.0%

13.6%

12.1%

14.6%

23.5%

24.5%

13.0%

16.4%

13.6%

10.8%

6.0%

3.1%

2.1%

4.0%

5.9%

5.7%

2.8%

3.9%

2.8%

0.7%

6.0%

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=671)

男性(n=331)

女性(n=323)

回答しない(n=17)

20代以下(n=53)

30代(n=108)

40代(n=128)

50代(n=176)

60代(n=139)

70代以上(n=67)

ずっと住み続けたい どちらかといえば住み続けたい
どちらかといえば転出（転居）したい できるだけ早く転出（転居）したい
わからない その他

～男女別・年代別～ 

44.3%

30.7%

26.7%

19.6%

18.9%

12.0%

8.5%

3.7%

3.5%

3.3%

1.1%

0.7%

0.7%

0.7%

0.4%

9.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自然環境が良い

地域に愛着を感じているから

親と同居または近くに住むため

日常の買い物が便利

職場が近くにある

近所に知人・同世代が多いから

通勤、通学に便利

病院・福祉施設が近い

家賃や住宅価格が手ごろだから

市の施策が魅力的たから

小中学校等の教育環境が良い

文化・スポーツ施設が近い

保育園や学童保育施設が近い

公共交通の便が良い

公共料金が安いから

その他

全体(n=460)

42.4%

35.4%

27.3%

19.2%

9.1%

8.1%

8.1%

7.1%

3.0%

3.0%

3.0%

2.0%

2.0%

2.0%

2.0%

0.0%

0.0%

18.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

公共交通の便が悪い

日常の買い物が不便

病院・福祉施設が少ない

市の施策に魅力がない

住宅が古くなった

文化・スポーツ施設が遠い

公共料金が高い

通勤、通学に不便

自然環境が悪い

小中学校等の教育環境が悪い

近所に知人・同世代が少ない

職場が遠い

親と同居または近くに住みたい

家賃が高い

進学、就職、転勤、結婚、家族の介護等、やむを得ない理由があるため

保育園や学童保育施設が少ない

住宅が手狭になった

その他

全体(n=99)

進学、就職、転勤、結婚、家族の 
介護等、やむを得ない理由があるため 

住み続けたい理由 転居したい理由 
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（３）結婚について 

現在結婚していない人の今後の結婚の意向については、「早く結婚したい」（9.8％）、「いい人が見

つかれば結婚したい」（28.7％）、「いつか結婚したい」（5.5％）を合わせた『結婚したい』が44.0％

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、『結婚したい』と回答した人の結婚に対する不安や障壁については、「経済的に十分な生活が

できるか」が37.5％で最も高く、次いで「親族との付き合い」（31.9％）、「適当な相手にめぐり合わな

い」（29.2％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

  

37.5%

31.9%

29.2%

27.8%

16.7%

13.9%

13.9%

4.2%

2.8%

1.4%

2.8%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40%

経済的に十分な生活ができるか

親族との付き合い

適当な相手にめぐり合わない

自分の自由な時間がとれるか

結婚生活をおくる自信がない

家事・育児の分担

異性とうまくつきあえるかわからない

今の仕事を続けられるか

姓が変わること

住宅のめどが立たない

特にない

その他

全体(n=72)

9.8%

28.7%

5.5%

11.6%

14.0%

26.8%

3.7%

今後結婚したいか(n=164)

早く結婚したい
いい人が見つかれば結婚したい
いつか結婚したい
どちらでもよい
結婚したくない
特に考えていない
その他

『現在結婚していない人』限定 

『結婚したい』限定 

75.6%

6.1%

18.3%

結婚しているか(n=671)

結婚している

結婚していた（死別・離別）

結婚していない
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（４）少子化対策に必要なこと 

少子化対策に必要なことについては、「子育て世帯に対する経済的支援を充実する」が34.9％で

最も高く、次いで「子育てをしながら気兼ねなく働ける職場環境をつくる」（34.0％）、「若者の雇用を

促進する」（25.3％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「少子化対策に必要なこと」の上位６項目について、年代別にみると、「子育て世帯に対する経済的

支援を充実する」は30代以下の年代で50％以上と特に高い。一方、60代以上の年代では「子育てを

しながら気兼ねなく働ける職場環境をつくる」が40％以上と高く、「若者の雇用を促進する」は年代が

上がるにつれて割合が高くなっており、年代によって傾向に違いがみられる。 

 
  

34.9%

34.0%

25.3%

13.9%

13.9%

12.5%

10.3%

7.0%

6.9%

6.4%

6.3%

4.2%

3.9%

3.3%

2.8%

10.4%

0% 10% 20% 30% 40%

子育て世帯に対する経済的支援を充実する

子育てをしながら気兼ねなく働ける職場環境をつくる

若者の雇用を促進する

妊娠、出産に対する支援を充実する

仕事と家庭の調和(ワーク・ライフ・バランス)により働き方を見直す

若者が遊べる施設をつくる

小児医療、母子保健サービスを充実する

大学をつくる

結婚につながる出会いの機会を創出する

男性も積極的に子育てに参加できるよう男女共同参画を推進する

保育園や学童保育施設を充実する

多子世帯に対する支援を充実する

子育ての大切さを伝える教育や啓発を行う

結婚、出産、子育ての相談体制を充実する

公営住宅への子育て世帯の優先入居など住宅面を支援する

その他

全体(n=671)

～年代別～ 

13.9%

24.5%

15.7%

14.1%

13.6%

7.2%

16.4%

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=671)

20代以下(n=53)

30代(n=108)

40代(n=128)

50代(n=176)

60代(n=139)

70代以上(n=67)

妊娠、出産に対する支援を充実する

年
代
別

12.5%

24.5%

15.7%

18.0%

9.7%

7.2%

6.0%

0% 25% 50% 75% 100%

若者が遊べる施設をつくる

13.9%

9.4%

13.9%

12.5%

15.3%

15.8%

11.9%

0% 25% 50% 75% 100%

仕事と家庭の調和(ワーク・ライフ・
バランス)により働き方を見直す

34.9%

52.8%

50.9%

38.3%

26.7%

26.6%

26.9%

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=671)

20代以下(n=53)

30代(n=108)

40代(n=128)

50代(n=176)

60代(n=139)

70代以上(n=67)

子育て世帯に対する経済的支援を充実する

年
代
別

25.3%

17.0%

19.4%

22.7%

25.6%

29.5%

37.3%

0% 25% 50% 75% 100%

若者の雇用を促進する

34.0%

17.0%

31.5%

32.0%

30.1%

46.0%

40.3%

0% 25% 50% 75% 100%

子育てをしながら気兼ねなく働ける
職場環境をつくる
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（５）人口減少対策に必要なこと 

人口減少対策に必要なことでは、「企業を誘致するなど働く場を創出する」が59.0％で最も高く、次

いで「商業施設など、若者が魅力を感じる施設を誘致する」（32.5％）、「空き家の活用を進め、転入

者を増やす」（21.2％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「人口減少対策に必要なこと」の上位６項目について、年代別でみると、全体で最も高い「企業を誘

致するなど働く場を創出する」は年代が上がるほど高く、20代以下と70代以上では26.7ポイントの差

がある。 

全体で次に高い「商業施設など、若者が魅力を感じる施設を誘致する」は年代が上がるほど低い

傾向にあり、20代以下と70代以上では39.4ポイントの差がある。 

「子育て支援を充実させる」は、30代が他の年代と比べて16ポイント以上高い。 

 

  

59.0%

32.5%

21.2%

18.5%

15.4%

10.1%

8.9%

8.9%

7.3%

3.9%

3.3%

1.8%

6.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

企業を誘致するなど働く場を創出する

商業施設など、若者が魅力を感じる施設を誘致する

空き家の活用を進め、転入者を増やす

幹線道路の整備を進め、職場までの

通勤時間の短縮を図り、転出者を減らす

子育て支援を充実させる

地区毎に生活に必要な機能を集約し、小さな拠点をつくる

住宅取得に係る経済的支援により、転入者を増やす

新規就農者を支援する

転入者を増やすため、常陸太田市の魅力をＰＲする

民間賃貸住宅等の建設を促進し、転入者を増やす

子ども達が郷土に愛着を持つよう、郷土学習を充実させる

健康診査受診の推進や生活習慣予防、

定期的な運動の推進等により健康寿命の延伸を図る

その他

全体(n=671)

～年代別～ 

18.5%

26.4%

22.2%

17.2%

18.8%

14.4%

16.4%

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=671)

20代以下(n=53)

30代(n=108)

40代(n=128)

50代(n=176)

60代(n=139)

70代以上(n=67)

幹線道路の整備を進め、職場までの通勤時
間の短縮を図り、転出者を減らす

年
代
別

10.1%

9.4%

8.3%

12.5%

8.0%

9.4%

16.4%

0% 25% 50% 75% 100%

地区毎に生活に必要な機能を集約
し、小さな拠点をつくる

15.4%

17.0%

33.3%

15.6%

9.1%

9.4%

13.4%

0% 25% 50% 75% 100%

子育て支援を充実させる

59.0%

43.4%

44.4%

52.3%

66.5%

67.6%

70.1%

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=671)

20代以下(n=53)

30代(n=108)

40代(n=128)

50代(n=176)

60代(n=139)

70代以上(n=67)

企業を誘致するなど働く場を創出する

年
代
別

21.2%

9.4%

18.5%

21.1%

17.6%

30.9%

23.9%

0% 25% 50% 75% 100%

空き家の活用を進め、転入者を増
やす

32.5%

52.8%

36.1%

38.3%

33.5%

24.5%

13.4%

0% 25% 50% 75% 100%

商業施設など、若者が魅力を感じ
る施設を誘致する
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（６）幸福度について 

幸福度については、10段階評価で「８」が23.7％で最も高く、全体の平均は『6.64』となっている。 

男女別では大きな違いはみられず、年代別で最も平均が高いのは“70歳以上”で『6.93』、最も平

均が低いのは“20代以下”で『6.17』となっており、年代が上がるほど幸福度が高い傾向がみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域への愛着度別に幸福度の平均を比較する

と 、 常 陸 太 田 市 が “ 好 き ” と 回 答 し た 人 で は

『7.16』、“嫌い”と回答した人では『4.31』となり、

地域への愛着がある人ほど幸福度が高い傾向がみ

られる。 

また、常陸太田市への定住意向別にみると、最も

平均が高いのは“ずっと住み続けたい”（7.23）、最

も平均が低いのは“できるだけ早く転出（転居）した

い”（4.27）となり、定住意向の高い人ほど幸福度

も高い傾向がみられる。 

 

 

  

～男女別・年代別～ ～全体～ 

6.64

7.16

6.46

4.31

7.23

6.85

6.03

4.27

6.00

5.76

0.0 2.0 4.0 6.0 8.0

全体(n=671)

好き(n=274)

ふつう(n=365)

嫌い(n=32)

ずっと住み続けたい

(n=213)

どちらかといえば住み続

けたい(n=247)

どちらかといえば転出

（転居）したい(n=77)

できるだけ早く転出（転

居）したい(n=22)

わからない(n=91)

その他(n=21)

地
域
へ
の
愛
着

常
陸
太
田
市
へ
の
定
住
意
向

～地域への愛着・定住意向別～ 

7.3%

10.3%

23.7%

17.4%

11.6%

14.8%

5.8%

4.9%

2.2%

1.0%

0.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

10（とても幸せ）

9

8

7

6

5

4

3

2

1

0（とても不幸）

全体(n=671)

6.64

6.69

6.63

5.88

6.17

6.56

6.35

6.88

6.72

6.93

5.0 5.5 6.0 6.5 7.0 7.5

全体(n=671)

男性(n=331)

女性(n=323)

回答しない(n=17)

20代以下(n=53)

30代(n=108)

40代(n=128)

50代(n=176)

60代(n=139)

70代以上(n=67)

性
別

年
代
別
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３ 中学生・高校生アンケート調査結果 

（１）定住意向 

常陸太田市への定住意向については、「住み続けたい」（10.5％）と「進学や就職で一時的に離れ

ることはあるかもしれないが、戻ってきたい」（26.1％）の合計が36.6％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男女別にみると、「住み続けたい」と「進学や就職で一時的に離れることはあるかもしれないが、戻っ

てきたい」の合計に大きな差はみられない。 

学年別にみると、“高校生”の“女性”で「住み続けたい」が16.2％と、他の学年に比べて高くなって

いる。 

 

 

 

 

 

 

  

10.5%

26.1%

23.0%

40.4%

全体(n=418)

住み続けたい

進学や就職で一時的に離れることはあるかもしれないが、戻ってきたい

住み続けたくない

どちらともいえない

10.5%

9.9%

11.1%

6.7%

8.6%

5.3%

13.3%

10.7%

16.2%

26.1%

27.1%

25.6%

28.7%

29.6%

27.7%

24.2%

25.4%

23.8%

23.0%

25.1%

20.6%

26.4%

27.2%

25.5%

20.4%

23.8%

16.2%

40.4%

37.9%

42.7%

38.2%

34.6%

41.5%

42.1%

40.2%

43.8%

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=418)

男性(n=203)

女性(n=199)

全体(n=178)

男性(n=81)

女性(n=94)

全体(n=240)

男性(n=122)

女性(n=105)

住み続けたい
進学や就職で一時的に離れることはあるかもしれないが、戻ってきたい
住み続けたくない
どちらともいえない

全
体

中
学
生

高
校
生

～学年・男女別～ 
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（２）住み続けたい理由・住み続けたくない理由 

住み続けたい理由では、全体では「住み慣れているから」が56.2％で最も高くなっている。学年別に

みると、「常陸太田市内に家族や友人が住んでいるから」は“中学生”が“高校生”に比べ20ポイント

以上高くなっている。 

住み続けたくない理由では、全体では「常陸太田市は暮らしにくいから」が42.7％で最も高く、学年

別にみると“中学生”が“高校生”に比べ10ポイント以上高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）将来、常陸太田市で働きたいか 

将来、常陸太田市で働きたいかについては、「常陸太田市で働きたい」（3.2％）と「どちらかといえ

ば常陸太田市で働きたい」（10.1％）を合わせた『常陸太田市で働きたい』が13.3％、「どちらかと

いえば常陸太田市以外で働きたい」（18.5％）と「常陸太田市以外で働きたい」（34.9％）を合わせ

た『常陸太田市以外で働きたい』が53.4％で過半数となっている。 

 

 

 

 

  

住み続けたい理由 住み続けたくない理由 

56.2%

39.9%

32.0%

20.9%

4.6%

2.6%

2.6%

60.3%

42.9%

44.4%

20.6%

1.6%

0.0%

3.2%

53.3%

37.8%

23.3%

21.1%

6.7%

4.4%

2.2%

0% 20% 40% 60% 80%

住み慣れているから

常陸太田市は暮らしやすいから

常陸太田市内に家族や友人が住んでいるから

常陸太田市が好きだから

常陸太田市のために何かしたいから

常陸太田市内で働きたいから

その他

全体(n=153)

中学生(n=63)

高校生(n=90)

42.7%

34.4%

33.3%

27.1%

8.3%

6.3%

48.9%

38.3%

31.9%

29.8%

10.6%

6.4%

36.7%

30.6%

34.7%

24.5%

6.1%

6.1%

0% 20% 40% 60%

常陸太田市は暮らしにくいから

常陸太田市外の生活にあこがれているから

常陸太田市内やその近郊に希望する働く場所がないから

親元を離れて自立したいから

常陸太田市が嫌いだから

その他

全体(n=96)

中学生(n=47)

高校生(n=49)

3.2%

10.1%

18.5%

34.9%

33.3%

全体(n=745)

常陸太田市で働きたい

どちらかといえば常陸太田市で働きたい

どちらかといえば常陸太田市以外で働きたい

常陸太田市以外で働きたい

わからない

『常陸太田市で働きたい』13.3％ 

『常陸太田市以外で働きたい』53.4％ 



29 

（４）結婚・子どもを持つことへの意向 

結婚・子どもを持つことへの意向については、「結婚したい」と回答した人が59.7％、子どもが「欲し

い」と回答した人が46.3％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男女別にみると、「結婚したい」及び子どもが「欲しい」と回答した人は、いずれも女性が男性に比べ

て高くなっている。 

学年別にみると、特に“中学生”の“女性”で、「結婚したい」及び子どもが「欲しい」と回答した人の

割合が高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

59.7%

8.9%

31.4%

全体(n=745)

結婚したい 結婚したくない わからない

46.3%

12.6%

41.1%

全体(n=745)

欲しい 欲しくない わからない

～結婚への意向～ ～子どもを持つことへの意向～ 

59.7%

57.9%

63.2%

62.8%

56.5%

69.2%

58.6%

58.3%

60.5%

8.9%

8.9%

8.2%

10.1%

9.8%

9.6%

8.4%

8.6%

7.6%

31.4%

33.2%

28.7%

27.1%

33.7%

21.2%

33.0%

33.1%

31.9%

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=745)

男性(n=382)

女性(n=342)

全体(n=199)

男性(n=92)

女性(n=104)

全体(n=546)

男性(n=290)

女性(n=238)

結婚したい 結婚したくない わからない

全
体

中
学
生

高
校
生

46.3%

45.0%

49.4%

46.7%

39.1%

53.8%

46.2%

46.9%

47.5%

12.6%

11.5%

13.2%

11.1%

6.5%

14.4%

13.2%

13.1%

12.6%

41.1%

43.5%

37.4%

42.2%

54.3%

31.7%

40.7%

40.0%

39.9%

0% 25% 50% 75% 100%

全体(n=745)

男性(n=382)

女性(n=342)

全体(n=199)

男性(n=92)

女性(n=104)

全体(n=546)

男性(n=290)

女性(n=238)

欲しい 欲しくない わからない

全
体

中
学
生

高
校
生

～学年・男女別～ 

結
婚
へ
の
意
向 

子
ど
も
を
持
つ
こ
と
へ
の
意
向 
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（５）少子化対策に必要なこと 

少子化対策に必要なことでは、「子育て世帯に対する経済的支援を充実する」が44.8％で最も高く、

次いで「若者が遊べる施設をつくる」（29.7％）、「妊娠、出産に対する支援を充実する」（20.0％）と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学年別にみると、「子育て世帯に対する経済的支援を充実する」との回答割合は学年が上がるにつ

れて増加している。一方、 「妊娠、出産に対する支援を充実する」や「子育てをしながら気兼ねなく働け

る職場環境をつくる」は学年が上がるにつれて割合が低くなっている。 

 

  

44.8%

29.7%

20.0%

18.6%

13.4%

13.1%

9.7%

8.6%

6.6%

4.8%

4.8%

4.1%

3.8%

2.4%

2.4%

2.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

子育て世帯に対する経済的支援を充実する

若者が遊べる施設をつくる

妊娠、出産に対する支援を充実する

子育てをしながら気兼ねなく働ける職場環境をつくる

若者の雇用を促進する

保育園や学童保育施設を充実する

仕事と家庭の調和(ワーク・ライフ・バランス)により働き方を見直す

男性も積極的に子育てに参加できるよう男女共同参画を推進する

大学をつくる

小児医療、母子保健サービスを充実する

結婚、出産、子育ての相談体制を充実する

結婚につながる出会いの機会を創出する

多子世帯に対する支援を充実する

子育ての大切さを伝える教育や啓発を行う

公営住宅への子育て世帯の優先入居など住宅面を支援する

その他

全体(n=290)

～学年別～ 

44.8%

29.7%

20.0%

18.6%

13.4%

13.1%

9.7%

8.6%

35.1%

29.7%

29.7%

23.0%

16.2%

17.6%

8.1%

12.2%

42.6%

35.6%

17.8%

18.8%

8.9%

8.9%

11.9%

5.9%

53.0%

24.3%

15.7%

15.7%

15.7%

13.9%

8.7%

8.7%

0% 20% 40% 60%

子育て世帯に対する
経済的支援を充実する

若者が遊べる施設をつくる

妊娠、出産に対する支援を
充実する

子育てをしながら気兼ねなく
働ける職場環境をつくる

若者の雇用を促進する

保育園や学童保育施設を
充実する

仕事と家庭の調和(ワーク・ライフ・
バランス)により働き方を見直す

男性も積極的に子育てに参加
できるよう男女共同参画を推進する

全体(n=290)

高校１年生(n=74)

高校２年生(n=101)

高校３・４年生(n=115)

6.6%

4.8%

4.8%

4.1%

3.8%

2.4%

2.4%

2.1%

2.7%

2.7%

4.1%

4.1%

1.4%

4.1%

1.4%

4.1%

9.9%

3.0%

5.9%

2.0%

6.9%

3.0%

2.0%

0.0%

6.1%

7.8%

4.3%

6.1%

2.6%

0.9%

3.5%

2.6%

0% 20% 40% 60%

大学をつくる

小児医療、母子保健
サービスを充実する

結婚、出産、子育ての
相談体制を充実する

結婚につながる出会いの
機会を創出する

多子世帯に対する
支援を充実する

子育ての大切さを伝える
教育や啓発を行う

公営住宅への子育て世帯の
優先入居など住宅面を支援する

その他
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（６）人口減少対策に必要なこと 

人口減少対策に必要なことでは、「子育て支援を充実させる」が41.9％で最も高く、次いで「企業

を誘致するなど働く場を創出する」（29.8％）、「空き家の活用を進め、転入者を増やす」（22.8％）と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学年別にみると、全体では「子育て支援を充実させる」が41.8％で最も高く、次いで「企業を誘致す

るなど働く場を創出する」が28.6％で高い。 

「子育て支援を充実させる」と回答した高校３年生は46.7％で、全体と比べて4.9ポイント高い。 

 

 

  

41.9%

29.8%

22.8%

17.3%

17.0%

12.8%

12.2%

9.3%

9.1%

7.2%

5.2%

3.1%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

子育て支援を充実させる

企業を誘致するなど働く場を創出する

空き家の活用を進め、転入者を増やす

住宅取得に係る経済的支援により、転入者を増やす

商業施設など、若者が魅力を感じる施設を誘致する

幹線道路の整備を進め、職場までの

通勤時間の短縮を図り、転出者を減らす

転入者を増やすため、常陸太田市の魅力をＰＲする

子ども達が郷土に愛着を持つよう、郷土学習を充実させる

新規就農者を支援する

民間賃貸住宅等の建設を促進し、転入者を増やす

健康診査受診の推進や生活習慣予防、定期的な

運動の推進等により健康寿命の延伸を図る

地区毎に生活に必要な機能を集約し、小さな拠点をつくる

その他

全体(n=745)

～学年別～ 

9.7%

9.0%

7.7%

4.9%

2.7%

4.9%

10.7%

7.8%

8.3%

5.3%

1.9%

4.4%

10.8%

11.5%

9.2%

3.8%

3.1%

3.8%

8.1%

8.6%

6.2%

5.2%

3.3%

6.2%

0% 20% 40% 60%

子ども達が郷土に愛着を持つよ
う、郷土学習を充実させる

新規就農者を支援する

民間賃貸住宅等の建設を促進
し、転入者を増やす

健康診査受診の推進や生活習
慣予防、定期的な運動の推進等
により健康寿命の延伸を図る

地区毎に生活に必要な機能を集
約し、小さな拠点をつくる

その他

41.8%

28.6%

22.3%

19.0%

15.4%

13.2%

11.0%

39.8%

29.1%

27.7%

19.4%

16.0%

10.7%

11.2%

36.9%

32.3%

19.2%

25.4%

12.3%

9.2%

12.3%

46.7%

25.7%

19.0%

14.8%

16.7%

18.1%

10.0%

0% 20% 40% 60%

子育て支援を充実させる

企業を誘致するなど働く場を創出す
る

空き家の活用を進め、転入者を増や
す

住宅取得に係る経済的支援により、
転入者を増やす

商業施設など、若者が魅力を感じる
施設を誘致する

幹線道路の整備を進め、職場までの
通勤時間の短縮を図り、転出者を減

らす

転入者を増やすため、常陸太田市の
魅力をＰＲする

高校生全体(n=546)

高校１年生(n=206)

高校２年生(n=130)

高校３・４年生(n=210)
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（７）幸福度について 

幸福度については、10段階評価で「５」が18.4％で最も高く、全体の平均は『6.51』となっている。

なお、一般アンケートと比べて「10（とても幸せ）」が10ポイント以上高くなっている。 

学年別の平均をみると、男女ともに“中学生”が“高校生”に比べて高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域への愛着度別に幸福度の平均を比較すると、常陸

太田市が“好き”と回答した人では『7.43』、“嫌い”と回

答した人では『4.80』となり、地域への愛着がある人ほど

幸福度が高い傾向がみられる。 

常陸太田市への定住意向別にみると、幸福度の平均値

に大きな違いはみられない。 

 

 

 

 

  

17.7%

5.6%

13.4%

15.2%

10.7%

18.4%

9.0%

4.3%

1.5%

1.7%

2.4%

0% 5% 10% 15% 20%

10（とても幸せ）

9

8

7

6

5

4

3

2

1

0（とても不幸）

全体(n=745)

6.51

6.55

6.52

6.70

6.77

6.67

6.45

6.48

6.45

6.2 6.4 6.6 6.8

全体(n=745)

男性(n=382)

女性(n=342)

全体(n=199)

男性(n=92)

女性(n=104)

全体(n=546)

男性(n=290)

女性(n=238)

全
体

中
学
生

高
校
生

～学年、男女別～ ～全体～ 

～地域への愛着・定住意向別～ 

6.51

7.43

6.27

4.80

6.48

7.07

6.58

6.54

0.0 5.0 10.0

全体(n=745)

好き(n=209)

ふつう(n=496)

嫌い(n=40)

住み続けたい(n=44)

進学や就職で一時的に離

れることはあるかもしれな

いが、戻ってきたい(n=109)

住み続けたくない(n=96)

どちらともいえない(n=169)

地
域
へ
の
愛
着

常
陸
太
田
市
へ
の
定
住
意
向
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Ⅴ 次期計画策定に向けた基本的な考え方 
１ 第３期総合戦略の目指す方向性 

◇魅力的な働く場の創出 
第２期総合戦略では、新たな雇用の創出や地域における経済の好循環を目指し、国道349号バイ

パス沿道地区（東部地区）への新たな市街地開発を推進してきました。東部地区への進出企業数や

東部地区における就業者数は当初の目標を達成し、計画どおりの成果が得られているものと評価でき

ます。一般アンケート、中学生・高校生アンケートにおける人口減少対策に必要なことでは、いずれも働

く場の確保に関する意見が上位となっており、引き続き、東部地区における新たな市街地開発を推進

するとともに、本市の基幹産業である農業の振興や企業・創業の支援、既存企業等への支援の強化等、

魅力的な働く場の確保に向けた取組を推進する必要があります。 

◇若い世代に選ばれる地域づくり 
本市における近年の社会動態は社会減の状態にあり、令和５（2023）年の社会増減数は237人の

減少となっています。男女別・年齢５歳区分別にみると、男女ともに特に20代の転出超過が大きくなっ

ていますが、これは進学や就職、結婚等のライフイベントが要因であると考えられ、一定の転出超過は

避けられないものの、本市は、30代以降に期待されるUターン等が少ないことが課題といえます。 

なお、一般アンケートでは、年代が下がるにつれて「ずっと住み続けたい」の割合が低くなっており、

中学生・高校生アンケートにおける定住意向は約４割にとどまっている状況です。 

今後は、ニーズに応じた各種助成等の子育て支援策の充実や、働く場の確保に向けた取組を強化

することで、若い世代に選ばれる地域づくりを推進することが重要です。 

◇結婚・出産・子育てに関する希望の実現 
本市における近年の合計特殊出生率は、平成30（2018）年以降1.10を下回り、全国や茨城県に

比べて低い水準でほぼ横ばいの推移となっています。出生数についても減少傾向となっており、自然動

態は大幅な自然減の状態が続いています。なお、我が国では出産の多くが嫡出子であることを踏まえ

ると、若い世代の女性の婚姻の状況が出生数に影響するものと思われますが、20代後半～40代まで

の未婚率は、全国や茨城県に比べて、すべての年代で本市が高い状態にあります。 

一般アンケートでは、現在結婚していない人の４割以上が『結婚したい』と回答しており、中学生・高

校生アンケートでは、約６割が「結婚したい」、約半数は子どもが「欲しい」と回答していることからも、

今後は、早い段階からの結婚推進や子育て家庭への経済的支援の充実、子育て環境の整備等を一

体的に進めることで、高い未婚率の解消や出産に関する希望の実現を支援することが重要です。 

◇持続可能で魅力的な地域づくり 
全国的な傾向と同様に、本市においても人口減少、少子高齢化の進行が加速しており、近年の総人

口の推移をみると、第2期総合戦略による予測を上回るペースでの人口減少が進んでいることがわか

ります。 

引き続き、様々な少子化対策、人口減少対策を講じていくものの、長期的視点での人口減少は避け

られない状況のなか、将来にわたり地域の活力を維持し、誰もが安心安全に暮らせる地域づくりを実

現するためには、地域の個性を活かし、デジタルの力を活用しながら、地方創生の取組を加速化・深化

させていくことが必要です。また、一般アンケート及び中学生・高校生アンケートでは、幸福度が高い人

ほど地域への愛着度が高く、一般アンケートでは幸福度が高い人ほど定住意向が高いといった相関

関係がみられることから、今後の地域づくりの推進にあたっては、市民の幸福度・生活満足度の向上へ

の視点を重視した取組を推進することも重要です。  
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Ⅵ デジタル田園都市構想総合戦略（第３期総合戦略） 
１ 地域ビジョン 

 

国の示す「デジタル田園都市国家構想総合戦略」では、地域においてそれぞれが抱える社会課題

の解決を図るため、地域ビジョン（＝自らの地域が目指す理想像）を再構築したうえで、取組を推進す

ることとしています。 

総合戦略は、本市の目指すまちの将来像を実現していくとの考えから、「常陸太田市第６次総合計

画（平成29年度～令和８年度）」で掲げる“まちの将来像”を地域ビジョンとして踏襲するものとします。 

 

 

 

 

 

２ 基本目標 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幸せを感じ、暮らし続けたいと思うまち 常陸太田 
～子育て上手その先へ さらなる魅力の創造～ 

【数値目標（令和 11（2029）年度）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標３ 
■婚姻数 99 組【令和 3～令和５年度平均】   100 組 
■出生数 178 人【令和 3～令和５年度平均】   180 人 

第３期総合戦略における目標（令和 11（2029）年） 

常住人口 41,400 人 

 

 

 

 

 

基本目標１ 稼ぐ地域をつくる 

基本目標２ 本市への人の流れをつくる 

基本目標３ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

基本目標４ 魅力的な地域をつくる 

デ
ジ
タ
ル
技
術
の 

活
用
促
進 

■市内総生産額 119,059 百万円【令和元～令和３年度平均】  119,924 百万円  
■市民一人当たりの平均所得金額 2,692 千円【令和３～令和５年度平均】   2,945 千円  

基本目標１ 

基本目標２ ■人口の社会増減数 －318 人【令和 3～令和５年度平均】   33 人 

基本目標４ 
■市民アンケートにより「住み続けたい」 

と答えた人の割合 68.5％【令和 6 年度】    75％ 
■市民の幸福度 6.64／10【令和 6 年度】    8／10 
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【施策体系】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本目標 具体的な施策

（１）商業・業務施設の誘致促進

（２）企業等の経営強化支援

（３）起業・創業・就労の促進

（４）農業の振興

（５）林業の振興

（１）移住・定住の促進

（２）交流人口・関係人口の創出、拡大

（１）結婚推進

（２）妊娠・出産・子育てへの切れ目のない支援

（３）安心して子育てできる環境づくり

（１）安心して暮らせるまちづくりの推進

（２）持続可能で魅力的なまちづくりの推進

（３）誰もが活躍できるまちづくり

（４）デジタル実装を加速化するための環境整備

３　結婚・出産・子育ての希望をかなえる
　　（仮）

４　魅力的な地域をつくる（仮）

１　稼ぐ地域をつくる（仮）

２　本市への人の流れをつくる（仮）
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３ 施策の展開 
 

 

 

【関連するＳＤＧｓ】 

 

【重要目標達成指標（KGI）】 

指標 
基準値 

（令和元（2019）～令和３（2021）年度平均） 
目標値 

（令和 11（2029）年度） 
市内総生産額 119,059 百万円 119,924 百万円 

市民一人当たりの平均所得金額 2,692 千円 2,945 千円 

 

【基本的方向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な施策と重要業績評価指標（KPI）】 

  （１）商業・業務施設の誘致促進 

国道349号バイパス沿道地区（東部地区）への新たな市街地開発及び市道0139号線の整備を

引き続き進め、魅力的な商業・業務施設の誘致を行い、雇用の創出、買い物環境の充実等を図ります。 

重要業績評価指標 
基準値 

（令和５（2023）年度） 
目標値 

（令和 11（2029）年度） 

東部地区における就業者数（累計） 436 人（R２～R5 累計） 640 人（R２～R11 累計） 

東部地区への進出企業決定数（累計） 23 企業（R２～R5 累計） 36 企業（R２～R11 累計） 

主な事業 
〇東部土地区画整理事業 

〇市道 0139 号線整備事業 

（２）企業等の経営強化支援 

商工業者等が行う製品・サービス開発、販路拡大、人材教育、DXの推進、事業承継、空き店舗改修

等への支援のほか、災害等の緊急時に備えた事業継続計画（BCP）等の策定・実践支援を行い、企

業等の生産性向上と競争力・経営強化を図ります。 

重要業績評価指標 
基準値 

（令和３（2021）～令和５（2023）年度平均） 
目標値 

（令和 11（2029）年度） 

市の補助事業に取り組む件数 28 件 28 件 

基本目標１ 稼ぐ地域をつくる 

◆国道 349 号バイパス沿道地区（東部地区）への市街地開発や市道 0139 号線の整備推進によ

り、新たな雇用の創出や、地域内における経済の好循環の促進を図ります。 

◆既存企業等の生産性向上や競争力強化に向けた支援や、UIJ ターン等による起業・創業・就労し

やすい環境づくり、魅力的な雇用の場を創出し、若い世代の移住・定住の促進を図ります。 

◆生産性・販売力の向上や担い手の確保に努めることで、持続可能な農業の振興を図ります。 

◆森林環境譲与税を活用し、森林整備の推進、木材利用の拡大、林業の担い手の増加を図り、森林

の循環を推進します。 
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主な事業 

〇中小企業ビジネスチャレンジ応援事業 

（中小企業等販路拡大事業費補助、中小企業等技能訓練事業費補助、経営革新支援
事業費補助、中小企業等 DX 促進事業費補助、中小企業等事業承継補助、空き店舗改
修費補助、中小企業等 BCP 関連事業費補助） 

 

 

 

 

（３）起業・創業・就労の促進 

UIJターン等により起業・創業をする人へ、施設借上や設備等に係る経費を支援するほか、市民雇

用奨励金の交付や就職面接会の開催により、企業が求める優秀な人材の確保を支援するとともに、優

遇措置等による企業誘致を行います。 

重要業績評価指標 
基準値 

（令和３（2021）～令和５（2023）年度平均） 
目標値 

（令和 11（2029）年度） 

市の補助事業を活用した起業・創業者数 ３人 ３人 

重要業績評価指標 
基準値 

（令和５（2023）年度） 
目標値 

（令和 11（2029）年度） 

工業団地立地企業の従業員数 1,127 人 1,160 人 

主な事業 
〇起業・創業・就労支援事業 

○企業立地促進事業  

（４）農業の振興 

生産基盤の整備、農業施設の高度化、農用地の利用集積、農産物の高付加価値生産及び多品目

生産や加工品開発、販路拡大等のための支援を行うほか、未来技術を活用した効率的な農業経営へ

の支援等を推進するとともに、経営力のある農業経営者を育成することで、農業の生産力・販売力向

上等による農業所得の向上を図ります。また、新規就農者への家賃支援、中古農機購入補助、UIJター

ン就農奨励金の交付を行うほか、都内で開催される就農相談会へ積極的に参加し、農業後継者の育

成と確保を図り、農業の振興を図ります。 

重要業績評価指標 
基準値 

（令和５（2023）年度） 
目標値 

（令和 11（2029）年度） 

農業産出額 376 千万円 376 千万円 

重要業績評価指標 
基準値 

（令和３（2021）～令和５（2023）年度平均） 
目標値 

（令和 11（2029）年度） 

認定農業者数 153 人 156 人 

市内中小企業者が実施するデジタル技術を活用した経営課題の解決や事業転換を目指

す取組等に対する支援を行い、中小企業者のデジタル化を促進します。 

デジタル 
活用 
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主な事業 

○農業生産基盤整備県単土地改良事業  

○農地中間管理事業  

○生産振興事業  

○販路拡大促進事業  

○道の駅推進事業  

○チーズプロジェクト推進事業 

○担い手支援事業 

（５）林業の振興 

森林環境譲与税を活用し、森林整備の推進、木材利用の拡大、林業の担い手の増加を図るための

事業に取り組むとともに、効率的な林道整備に加え、広域的な市道との一体的な整備をすることにより

林道の振興を図ります。また、市内森林の長期的な整備により、伐って、使って、植えて、育てる、森林の

循環を推進します。 

重要業績評価指標 
基準値 

（令和５（2023）年度） 
目標値 

（令和 11（2029）年度） 

森林経営管理制度による森林整備面積 1.5ha ７ha 

市所有森林の整備面積（累計） ― 149ha（R７～R11 累計） 

主な事業 
○森林環境譲与税活用森林整備事業 
○市有林整備事業（R６開始） 
○林道整備事業 
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【関連するＳＤＧｓ】 

 

 

【重要目標達成指標（KGI）】 

指標 
基準値 

（令和３（2021）～令和５（2023）年度平均） 
目標値 

（令和 11（2029）年度） 
人口の社会増減数 -318 人 33 人 

 

【基本的方向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な施策と重要業績評価指標（KPI）】 

  （１）移住・定住の促進 

新婚家庭家賃助成や定住促進等助成等のほか、空き地・空き家の活用等を推進することで、新婚

世帯・子育て世帯等の若い世代や女性の移住・定住の促進を図ります。 

また、首都圏でのPR・移住相談の実施や、市ホームページ、ＳＮＳ、デジタルパンフレット等の活用に

より、本市の魅力を内外に発信します。 

重要業績評価指標 
基準値 

（令和３（2021）～令和５（2023）年度平均） 
目標値 

（令和 11（2029）年度） 

市の助成事業等を活用した転入者数 184 人 200 人 

主な事業 

○住宅取得促進助成事業  

○ひたちおおた暮らし促進事業  

○新婚家庭家賃助成事業 

○奨学資金貸付金返還免除制度  

○定住促進住宅等借上事業 

○わくわく茨城生活実現事業 

○JT 跡地利活用事業 

 

 

  

基本目標２ 本市への人の流れをつくる 

◆各種助成による支援や空き地・空き家の有効活用、市内外に向けた本市の魅力情報の発信等により、

移住・定住の促進を図ります。 

◆「消滅可能性自治体」からの脱却を目指し、特に新婚世帯や子育て世帯といった若い世代や女性に選

ばれる地域づくりを推進します。 

◆観光の振興や、新総合体育館の整備等によるスポーツ等を通じた交流人口の拡大、また、本市と多様

なつながりを持つ関係人口の創出・拡大に取り組むことで、本市への新たな人の流れをつくり、地域の

活性化を図ります。 

情報周知・広報に、市ホームページ、ＳＮＳ、デジタルパンフレット等を活用します。 

各種助成金の申請に電子申請を活用します。 

デジタル 
活用 
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（２）交流人口・関係人口の創出、拡大 

茨城県や近隣自治体との連携による地域資源を活用した新たなツーリズム等の推進や、近年増加

している外国人観光客の受入れ体制の整備を進めるほか、広域的な幹線道路の整備を推進し、本市

における観光振興を図ります。  

また、新たなスポーツ交流拠点として新総合体育館を令和10年度供用開始に向けて整備し、スポ

ーツを通した新たなひとの流れを生み出すとともに、本市に継続的に関与する関係人口の創出・拡大

に、地域、企業、各種団体等と連携して取り組みます。 

重要業績評価指標 
基準値 

（令和５（2023）年度） 
目標値 

（令和 11（2029）年度） 

観光施設入込客数 1,173,751 人 1,202,000 人 

市外から市の各種イベントへの来場者数 103,383 人 141,000 人 
    

  

ふるさと納税寄附件数（年間延べ人数） 5,931 件 
※令和６（2024）年度：17,798 件（１月末現在）  

  

50,000 件 

主な事業 

○交流人口拡大推進事業  

○各種イベント開催補助事業   

○おもてなし推進事業  

○インバウンド推進事業  

○県北教育旅行推進事業  

○新総合体育館整備事業  

〇市道 0139 号線整備事業（再掲） 

○ふるさと常陸太田寄附推進事業 
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【関連するＳＤＧｓ】 

 

 

【重要目標達成指標（KGI）】 

指標 
基準値 

（令和３（2021）～令和５（2023）年度平均） 
目標値 

（令和 11（2029）年度） 
婚姻数 99 組 100 組 

出生数 178 人 180 人 

 

【基本的方向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な施策と重要業績評価指標（KPI）】 

  （１）結婚推進 

「結婚相談センターYOU愛ネット」による相談体制の充実を図るほか、県と連携したAIマッチングシ

ステムの提供や、独身男女を対象としたイベント等の開催により、様々な出会いの場の創出に努めます。 

重要業績評価指標 
基準値 

（令和３（2021）～令和５（2023）年度平均） 
目標値 

（令和 11（2029）年度） 

結婚推進事業による成婚者数 12 組 15 組 

主な事業 ○結婚推進事業  

 

 

 

 

 

 

  

基本目標３ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

◆様々な出会いの場の創出により結婚を推進することで、婚姻数の増加を図り、高い未婚率の解消に努

めます。 

◆子育てに関する経済的負担の軽減や、仕事と育児の両立支援等の子育てしやすい環境づくりを推進す

ることで、子育て世帯の移住・定住の促進を図ります。 

◆ワーク・ライフ・バランスの向上等、働きやすい環境整備を進めることで、新婚世帯・子育て世帯等の若

い世代の移住・定住先として選ばれる地域づくりを推進します。 

「いばらき出会いサポートセンター」と連携した AI マッチングシステムの提供等により、出会

いを支援します。 

デジタル 
活用 
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（２）妊娠・出産・子育てへの切れ目のない支援 

妊産婦医療費の助成や妊婦インフルエンザ予防接種助成、不妊治療費、不育症治療費の助成等を

行うほか、助産師派遣の継続実施等、妊娠・出産に伴う不安解消と経済的支援を推進します。 

重要業績評価指標 
基準値 

（令和５（2023）年度） 
目標値 

（令和 11（2029）年度） 

保健師等と面接をした妊婦の割合 100％ 100％ 

主な事業 

○妊産婦医療費助成事業（市単独分）  

○安心子育て応援事業  

○不妊治療費助成事業  

○不育症治療費助成事業  

○産後ケア事業 

〇妊婦等包括相談支援事業 

（３）安心して子育てできる環境づくり 

乳幼児・小中学生・高校生相当医療費助成や子ども夜間診療、幼稚園・保育園・こども園給食費の

無料化、中学生・高校生への通学定期券購入助成等、本市が他の自治体に先駆けて進めてきた子育

てに関する切れ目ない支援を推進するとともに、市内外に向けた情報発信を行います。 

また、幼稚園、小中学校の教育環境の整備・充実を図るほか、保育園、認定こども園、放課後児童ク

ラブ等の充実を図り、共働き世帯等のさらなる支援に努めるとともに、ワーク・ライフ・バランスの向上を

図り、仕事と育児の両立をサポートします。 

重要業績評価指標 
基準値 

（令和３（2021）～令和５（2023）年度平均） 
目標値 

（令和 11（2029）年度） 

子育て世帯の社会増減数（６歳以下の子どもがいる世帯） ２世帯 10 世帯 

主な事業 

○乳幼児・小中学生・高校生相当医療費助成事業（市単独分）  

○安心子育て応援事業（再掲）  

○子どもの学習・生活支援事業  

〇ファーストバースデイ祝品贈呈事業 

○子育てに優しい街づくり啓発事業  

○地域子育て支援センター運営事業  

○ファミリーサポートセンター運営事業  

○放課後児童クラブ設置運営事業  

○路線バス利用学生通学定期券購入助成事業  

○小中学生遠距離通学費助成事業  
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【関連するＳＤＧｓ】 

 

 

【重要目標達成指標（KGI）】 

指標 
基準値 

（令和６（2024）年度） 
目標値 

（令和 11（2029）年度） 
市民アンケートにより「住み続けたい」と答え

た人の割合 
68.5％ 75％ 

市民の幸福度 6.64／10 ８／10 

 

【基本的方向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な施策と重要業績評価指標（KPI）】 

  （１）安心して暮らせるまちづくりの推進 

平常時から地域の防災力や防災意識の向上に努めることで、防災体制の強化を図るとともに、新た

な防災拠点として新総合体育館の整備を推進します。 

また、ラピッドカーの共同運営や休日当番医、子ども夜間診療のほか、医療施設等への移動時間短

縮に向けて本市と日立市を結ぶ市道0139号線の整備を推進することで、緊急医療体制を整えます。 

  

基本目標４ 魅力的な地域をつくる 

◆防災・防犯対策の推進や、医療・福祉環境の充実等により、誰もが生涯にわたり、安心・安全に暮らせる

環境を整備します。 

◆次世代技術を活用した自動運転 EV バスや乗合タクシー等の移動手段の確保により、利便性の高い暮

らしの実現を図るとともに、カーボンニュートラルの実現に向けた取組の推進により、持続可能なまちづ

くりの実現を目指します。 

◆誰もが生涯を通じ、健康で活躍できる地域社会の実現を目指し、人口減少社会における地域の活力維

持を図ります。 

◆教育を通して子どもたちの郷土愛を育むとともに、魅力的なまちづくりを推進し、常陸太田市に住みた

い、住み続けたいと思う人を増やします。 

◆行政手続き等のオンライン化の推進により、市民の利便性向上や行政事務の効率化・迅速化を図るとと

もに、年代や地域によらず、誰もがデジタル化の恩恵を受けることができる環境づくりを推進します。 
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重要業績評価指標 
基準値 

（令和５（2023）年度） 
目標値 

（令和 11（2029）年度） 

自主防災会訓練及び出前講座年間実施団体数 66 団体 90 団体 

休日当番医開設率  100％ 100％ 

主な事業 

○防災体制の整備 

○避難行動要支援者名簿作成 

○防犯灯設置事業  

○空き地・空き家適正管理事業  

○安心子育て応援事業（再掲）  

○ラピッドカー共同運営事業 

○市道 0139 号線整備事業（再掲） 

○新総合体育館整備事業（再掲） 

（２）持続可能で魅力的なまちづくりの推進 

鉄道、路線バス、乗合タクシー等の多様な公共交通を維持するとともに、国や交通事業者等と連携

し、自動運転EVバスの安定走行及び拡充を目指します。 

また、カーボンニュートラルの実現に向けて、温室効果ガスの削減に努めることで、持続可能で魅力

的なまちづくりを推進します。 

重要業績評価指標 
基準値 

（令和５（2023）年度） 
目標値 

（令和 11（2029）年度） 

公共交通年間利用者数 594,533 人 605,000 人 

重要業績評価指標 
基準値 

（令和３（2021）～令和５（2023）年度平均） 
目標値 

（令和 11（2029）年度） 

省エネ機器等補助金活用件数 259 件 260 件 

主な事業 

○交通対策事業  

○公共交通次世代技術導入事業 

○カーボンニュートラル推進事業 

 

 

 

 

（３）誰もが活躍できるまちづくり 

世代を問わず誰もが居場所と役割を持ってつながり、その能力を活かし、生涯を通じ健康で活躍で

きる地域社会の実現を目指します。 

重要業績評価指標 
基準値 

（令和５（2023）年度） 
目標値 

（令和 11（2029）年度） 

65 歳以上の要介護２以上の割合 9.27％ 8.77％ 

社会教育施設年間延べ利用者数 444,615 人 580,000 人 

自動運転 EV バスによる安全で安定的な定常運行の継続に取り組むとともに、予約型 AI

乗合タクシーによる利便性の向上を図ります。 

デジタル 
活用 
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主な事業 

○フレイル対策事業 

○新総合体育館整備事業（再掲） 

○生涯学習講座等推進事業  

○生涯学習フェスティバル  

○ぼくらのまちをぼくらがつくるプロジェクト 

（４）デジタル実装を加速化するための環境整備 

市の行政情報の発信や行政手続き等が可能な行政情報アプリ「じょうづるさんナビ」の運用や、行

政手続きのオンライン申請（電子申請）の推進等により、市民の利便性向上や行政事務の効率化・迅

速化を図ります。 

また、デジタル技術の活用に係る機会や必要な能力が、社会階層（年齢や所得）や地域によって差

が生じることのないよう、情報格差（＝デジタルデバイド）の解消に努めます。 

重要業績評価指標 
基準値 

（令和５（2023）年度） 
目標値 

（令和 11（2029）年度） 

「じょうづるさんナビ」ダウンロード数 3,805DL 13,600DL 

電子申請数 12,548 件 30,000 件 

スマートフォンを使いこなすことができる高齢者の割合 71.4％ 80.0％ 

主な事業 

〇行政情報アプリ運用事業 

〇電子申請推進事業 

〇デジタルデバイド対策事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・行政手続等のオンライン申請（電子申請）や電子決済等の促進、各種情報のデジタル発

信（プッシュ通知）の推進等を図ります。 

・電子申請可能な市の行政手続きについて、「いばらき電子申請・届出サービス」上に申請

入力フォームを作成します。 

・スマートフォン教室の開催等により、デジタル化に対応できる市民を増やすとともに、地域

におけるデジタルデバイドの解消に努めます。 

デジタル 
活用 
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Ⅶ 進行管理 
１ 進行管理の体系 

 

事業を着実かつ効果的に展開し、目標を達成していくためには、的確な計画策定とともに、計画の

徹底した進行管理が不可欠です。 

計画の進行管理は、人口ビジョンで示す人口目標、重要目標達成指標（KGI）、重要業績評価指標

（KPI）の３階層の指標による評価・検証を行います。 

３階層の指標のうち、基本目標ごとに設定した重要目標達成指標（KGI）により、人口目標の達成に

向けた基本目標の進捗状況の評価を行い、効果が不十分な分野については、新たに展開すべき事業、

既存事業の改良、見直し、さらには廃止について検討します。 

また、施策ごとに設定した重要業績評価指標（KPI）により、重要目標達成指標（KGI）の達成に向

けた各事業の実施内容と効果について点検・精査を行い、無駄の排除とより大きな効果を得るための

事業実施方法の改善について検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 進行管理の方法 
 

関係各部課等において、各展開事業の実施状況や実施上の課題、継続の適否や改善事項等を整

理し、毎年度、外部有識者による検証・評価を行います。 

また、検証・評価結果については、常陸太田市まち・ひと・しごと創生本部に報告し、次年度の事業の

予算化や組織体制等に反映することとします。 

人口目標 
重要目標達成指標

（KGI） 
重要業績評価指標

（KPI） 

人口ビジョン 基本目標 施策 

人口目標達成
に向けた 
進捗評価 

KGI 達成状況 
の評価検証 

・効果が不十分な分野は
どれか 

・新規事業や既存事業の
改良、見直し、廃止が必
要な分野はないか 

・的確に事業を実施して
いるか 

・事業は成果を出してい
るか 

令和 11（2029）年 
常住人口 41,400 人 
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